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　中国政府は知的財産権の保護強化に向けた取組を加速させている。2006年 3月、国家知識産権局は
知的財産権の保護及び違法行為の調査、取締りの強化を目指した 「2006年中国知的財産権保護行動計
画」を発表した。同計画により、全国50の都市に知的財産権保護ネットワークを構築するプロジェクト
が進められている。中国政府が取組強化を進める背景には、国際社会から保護強化を迫られているだけで
はなく、中国政府内においても保護強化の不徹底は中国経済の発展を阻害するとの危機意識が高まって
いることが挙げられる。中国政府は、2001年のWTO加盟前後から知的財産権保護に関する種々の法
整備を進めてきているものの、ソフトウエアの不正コピーの横行など違法行為が後を絶たず、加盟国とし
て義務の遵守を求められてきた。
トピックス9　中国の知的財産権保護強化に向けた取組
　第 11次五ヵ年計画において知的財産権の保護強
化を掲げる中国は、関連法の改正、法執行システ
ムの健全化、違法犯罪行為の取締りの厳格化など、
知的財産権の保護強化のための取組を様々なレベ
ルで強化・加速させている。
　2006 年３月、国家知識産権局は知的財産権の保
護及び違法行為の調査、取締りの強化を目指した
「2006 年中国知的財産権保護行動計画」を発表し
た１）。同行動計画には公安部、情報産業部、商務
部、文化部、版権局など 11の関連機関の知的財産
権保護計画が含まれ、同計画に基づいて商標、版
権、特許、税関に関する 17の法律、法規、条令が
起草または改定される。また、商務部は2006年５月、
行動計画に基づき 2006 年より全国 50の都市に知
的財産権保護ネットワークを構築するプロジェク
トを開始すると発表した。さらに、7月１日より信
息網絡伝播権（情報ネットワーク配信権）保護条例
が施行され、これにより著作権者のネットワーク上
の情報配信権の保護強化が図られることとなった。
　このように、中国政府が知的財産権保護に向け
た対応強化を進める背景には、中国政府に対して
知的財産権の保護強化を迫る米国など諸外国の追
及姿勢がある一方、中国内でも知的財産権保護強
化の不徹底は中国経済の発展を阻害するとの危機
意識が高まっていることなどが挙げられる。中国
政府は、近年の海外企業との知的財産権をめぐる
争いの主な特徴として、訴訟件数の拡大や賠償金
の高額化、ハイテク分野への拡大などを挙げ、知
的財産権を巡る諸外国との争いが新たな段階に入
ったとの認識を示している２）。
　中国政府は、これまでにもコンピュータソフト
ウェア保護条例（2001年）、コンピュータソフトウ
ェア著作権登録弁法（2002年）、展示会知的財産権
保護弁法（2006 年）の制定など、2001 年のWTO
加盟前後から知的財産保護に関する種々の法整備
を進めてきている。しかし、ソフトウェアの不正
コピーの横行など違法犯罪行為が後を絶たず、日
欧米などWTO加盟国は中国の義務履行状況のレ
ビュー（経過的審査）等を通じて中国政府に義務
の遵守を求めてきた。
　特に米国は、2006年２月、米国通商代表部（USTR）
が中国のWTO加盟後初となる対中通商政策に関
する包括的な検証結果をまとめたレポートを議会
に提出した３）。中国との通商関係が新しい段階に
入りつつあると結論づける一方、中国がWTO加
盟国としての一定の義務を履行していないとして、
USTRの対中国情報収集能力の拡大、北京におけ
る通商交渉能力の拡大及び、中国エンフォースメ
ント・タスクフォースの設置など対中通商体制の
強化策を打ち出した。また、４月には知的財産権
侵害の特定と制裁に関する 2006年報告書“2006ス
ペシャル 301 レポート”において、昨年に引き続
き中国を他の 13カ国とともに「優先監視国」に
指定した４）。中国政府の取組に一定の評価を示し
つつも、映画、音楽、出版、ソフトウェアなどの
海賊行為や偽造は許容しがたいレベルにあるとし、
中国政府にさらなる対応を迫っている。
　今後、中国は知的財産権保護行動計画を確実に
実行することで国際社会に結果を示し、WTO加盟
国として世界経済の発展に責任ある役割を果たし
ていくことが一層求められると考えられる。
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